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1.はじめに
ラタナーヤカ・ピヤダーサ
中央計画経済から市場経済へ，あるいは社会主義経済から資本主義経法へ
転換した中国の経済開発政策において，海外誼接投資を導入することは園内
工業化にとって重要な戦略になった。この政策はアジア NIEsやASEAN
諸国の経済戦略とあまり変わりがないとも言える。過去15年間ぐらいの短い
期間に海外車接投資 CForeignDirect Investment :以下， FD 1と略記)の
流入を増加させるため様々な政策(経済特区，経済技術開発区，経済開放区，
新区等)が自由貿易政策の下で行われてきた。この政策は海外投資の流入を
急増させただけではなく，経済成長に寄与し，世界経済に対する相互依存も
高めた。その結果，中国の海外貿易増加率はGDPの成長率よりも高くなり，
海外直接投資は劇的に上昇した。
上記のような経済活動の進行と同時に，中国人の社会・経済活動は市場経
*本稿lま，主にi作:tr行った中閣の上海，成部および長沙で約2週間の現地調査1を基
礎として分析したものである。
務に向かつて劇的に変貌しつつあるが，中国政府は社会主義経済政策が今も
残存していると雷う。しかし，中学校から大学まで，地方レベノレの研究所か
ら国家レベルの研究所まで，さらにはお寺から警警察にいたるまで，人々は本
来の仕事よりも附属企業・合弁企業・コンサルタント会社を設立してお金を
稼ぐことに熱中している。例えば，開き取り調査によると，上海交通大学だ
けで10社の企業・合弁企業を設立し，それらを大学の教官が経営している。
さらに，上海市延安中学校は海南饗格溜際信託投資公奇に学校の建物を貸し
出し，月 1万人民元(約20万円)を家賃として受け取っている。また，上海
ラオケクラブを経営しているとも言う。これについて「教育・
研究所における営利活動は学校で理論的に学んだ学関を実際に応用するため
に必要であるjというが中国側の研究者の意見であった。しかし，このよう
な熱狂的な市場活動の主な理由は， と記に述べたことよりも中間中央政府・
地方政府の新しい政策として， I自分の負担は自分で持つjあるいは f政府は
社会発展に関する基盤の投資をできるだけ少なくするjということにある。
営利活動と非営利活動の匹別は，資本主義・社会主義政策と関係なく世界
のどのような閣でも非常に重要であるとされているが，全ての社会・経済活
動が金もうけを中心にしていることが中国社会主義市場経済の特徴であろう。
また，短期間で資本主義国になろうと急いでいることも反映している。しか
し，この急速な経済の変化は長期的には経済・社会発展に対して議大な問題
になる可能性がある。
このような経済活動のうち，特に海外企業との合弁企業の設立は，今回調
査を行った上海，成都と長沙でも非常に投目された。このような投資活動と
放行して農村から都市へ移住してくる渇剰労働者の問題が最近大きくなって
いる。現在，中悶人の4人に 1人が大都市に住んでいるが，それは2020年に
なると 2人に l人が大都市に集中すると予測されている。中陸では労働市場
の自由化は法律で認められていないが， Wehrfritz (1994年3月7日:16)に
よると，現在北京で500万人，上海で1000万人，福建省で5万人が移住労働者
として働いている。そのうち，南広東省だけで路上で生活している移住者が
100万人以仁もいると言われている。これは最近，上述の地域は経済力だけで
はなく政治力をも持つようになった結果と指摘されている。今まで中掴で見
中国社会主義市場絞済における日本の海外直接投資の推移
られなかったスラム街を大都市に移住してくる農民たちが造り上げている。
上海の企業家は，このスラムに住んでいる労働者を日本での不法外国人労働
者を扱うのと同じように低賃金で労働保険もない「汚い，きつい，危険jと
いう 3K労働に麗い入れている。また，このような投資活動の増加は農村や
地方都市等では，かつての封建時代のような雇用関係をも生み出していると
言われている。それらの事業の経営者の多くは，共産党との関連が非常に深
い人で、もあり，この経営者逮が中関共産党の支持基盤となっている。
このような投資ブームと同時に農村と都市との所得分配の不平等化がかな
り拡大している。それは， 1980年末ごろから農業部門が低迷しているからで
ある O 過去数年間で、主要な農作物の生産は急速に増加したが，農民の所得は
あまり上昇していない。 1980年代の半ばから1993年9丹まで，中酪の農家と
都市住居者との一人当り収入を比較すると 1: 1.7から 1: 2.7まで拡大して
いる (ChinaDaily， 1993. 10. 22 : 4)。その理府は様々であるが，そのなかで
農業を指導する役人が，有利なビジネスのために農業を犠牲にし，農業発達
の重要性を十分に理解していないことが挙げられるであろう。
しかしながら，中国政府は，前に述べた農村の諸問題が，村・町・都市の
新企業 (Township Enterprises)活動によって解決されると信じている O
Klein (1993. 11. 8 : 22)によるとその企業の成果は予想しづらい。このうち
いくつかの企業はある意味での封建主義に逆戻りし，指導者逮は起業家とい
うよりも軍司令官 (Warlords)である。地方のリーダ一連は銀行ーからローン
を得るため自分の政治力を利用し，自分の家族も従業員として政府に報告し，
労働者を搾取しながら企業活動を自分の利益に利用していると言う。数年前ー
からいくつかのよ也域では堕落した指導者にたいして暴動が起こっている。例
えば，農民逮が政府に販売するはずの農産物に対する支払を「空手形j
(Empty N otes)で、行ったことに対して昨年の春には全国で十数件の暴動が
起こっている。いくつかの地域では，農産物の支払のために用意されていた
資金がその地域の指導者に:企業活動の資金，特に不動産への投資の貸付与けに
流用されている。
また，物{磁の前総，特に食料品細格の仁界が低所得者!留に対して大な問
となっている。例えば， 1950年から79年までの総合物価指数(1950年 100)
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は139までしか上昇していないが， 1992年になると306まで増加している。そ
のうち食料品の物価指数は1950-79年まで173であるが， 1992年には461まで
急速に上昇している「中国統計年経， 1993年」。しかし，実際にはそれよりも
非常に高いというのが事実である。聞き取り調査によると，上縄市での今年
度の全商品の物価上昇率は約17%になり，そのうち日常生活に関わる物価上
昇率は約33%である。こうした様々な社会的・経済的問題の存在にもかかわ
らず，海外在接投資の導入を増加させるため多数の新開放政策を打ち出し，
囲内工業化を発展させることを急いで、いる。
本稿は文部省国際学術研究(大学問協力研究)プログラムの援助を得て行
われた，n;長アジアにおける臼本と中国の経済的役割に関する研究jプロジェ
クトの調査結果の一部分である。私が引き受けた調査対象は， r中閣の経済発
展に対する日本の海外直接投資の役割jである。この調査は3年間の3つの
なステップで行われ，初年度(平成4年度)は中国社会主義市場経済にお
ける海外直接投資の流入パターン，次年度は，中間社会主義市場経済におけ
る日本の海外直接投資の推移で，特に仁海を中心にして現地調査を仔った。
そして，平成 6年度は最終年度として中国の経済発展に対する日本投資のマ
クロ・ミクロレベルでの貰献について実態調査を行う予定である。本稿は，
主に昨年行った中閣の上海，成都及び長沙で約2遊間の現地調査を基礎とし
て，分析したものである。本稿の主な目的は，①アジア諾留における日本企
業のFDIの傾向とそれらの一般的な特徴を明らかにすること，②1979年か
ら現在まで行われた中間の経済改革と同時に導入された日本の直接投資の成
長パターン及びそれらの問題点を供給側及び需要側から見て分析することで
ある。
2. 日本の海外菌接投資の増加傾向
日本企業の世界各国への直接投資は1950年代半ばに始まるが，当初はわず
かの企業が参入していたに過ぎなかった。しかし以後40年を経て現在多くの
企業が参入している。特に1970年代と80年代に劇的に増加した。日本の国内
資本が次第に発展し，国際貿易と外国資源の依存傾向が強くなったために，
中国社会主義市場絞済における日本の海外I直接投資の推移
結果として海外への資本移転を余犠なくされたからである。ここ初年，日本
企業によるアジア諸国への直接投資は，その急激な増加に伴い国内の経済発
援を巡って政治問題化しただけではなく，研究者の主要な関心となっていっ
た。日本では，数々の研究が1970年代中頃から後半にかけて現れたが，不可
避的にそれらはその時代の日本の経済事情を反映していた。この間の日本企
業による FDIは，天然資源の開発や輪入代詩産業，あるいは日本で必要と
される中間生産物を製造する企業に集中していたが， 1980年代に入ると日本
企業の直接投資は，規模においても内容においても躍的に変化し，輪出志向
企業(Export-orientedFirms)に集中し始めたのである (Phongpaichit，1990 
: 28)。一方，アジア諸国の経済学者の多くは，アジア NIEsとASEANl諸
国の経験に特に重きを霞いて，日本のFDIとアジア経済の前方及び後方連
撲l効巣 (Backwardand Forward Linkages)の分析に関心安向けた。
アジア地域へのと|本企業による FDIは，主に 2つの要因の変化に対応し
て行われてきた。第一に，投資を求めている相手悶の状況である。例えばそ
の悶の社会や政治・経済が安定しているかどうか，人的並びに物的資源がど
の程度理市であるか，さらには国内資本の状態，外悶資本と貿易に対する経
済政策，海外投資に対する政府の積様性などをあげることができる。第二に，
日本における投資側の経済環境である。一般に自本のアジア地域への投資は
増加額向にあるが，それは次の 3つが主たる要国となっている。すなわち(a ) 
H本では，既になされた資本蓄積を越えて更なる蓄積が望めず，その結果，
海外の地に投資の場を求めたということ。これは，原材料の欠乏や生産
殊に人件費の高騰，環境規制の強化，ニ度にわたるオイルショックなどに起
因しており，その結果としてと|本製品の国際市場における比較優位の損失と
いう事態が生じた。 (b)日本の金融事情が変化したということ。特に円高と
資本の自由化があげられるが，加えてアメリカ及びEC諸国との貿易摩擦，
それに伴う日本からの輸入制限や関税の強化等もあげられる。言うまでもな
く円高は，日本製品の輸出価格を高騰させ，結果として国際市場での需要の
抵ドをもたらす。この点でもまた日本製品の比較優位が低下することになっ
た。(c )臼本の産業が，労働集約型から資本集約型へと変化するのに伴い経
済構造が変化したということ。
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過去40年間の世界の主要地域への日本企業による FDIの増加額向が，表
1に示されている。それによると，日本企業の海外投資が次第に増加してい
ることが分かる。そしてこれは，日本経済の構造変化立立びに前述の要閣と密
接に関連しているのである。 1951年から70年の20年間にわたってなされた日
本企業のFDI累計額は，約36億ドルに遺しているが， 1971年から80年の間
ではほぼその 9倍になっており， 1981年から91年までにはさらにその約10倍
にも増大している。しかし，投資計画の件数で見ると1989年の6，589件から
1991年には4，564件と約31%減少している。これは1982年を除いたここ10年間
の日本食業による FDIの趨勢から逸脱している。
アジア地域について見ると，さきにこの地域への日本企業による FDI
増を強調したが，それは例えば1981年に日本企業によるすべてのFDIの中
でアジア地域が占めるシェアが，ほぽ38%にまで達していたという事実によ
っても確認できる。その後は日本企業のFDIが北米地域へ集中した結果と
して，ここ 5年間，下蜂し13%前後に留まっているが， 1951年から91年まで
のこの地域へ導入された FDI累計額で見ると，資本額で15%企業数で30%
を占めるに至っている。これは，多数の日本食業(18，634社)が比較的少額
の資本をこの地域へ投資していることを示唆している。さらにシェアはとも
かく投資額それ岳体は，特に NIEsやASEAN諮簡で著しく増加しており，
臼本はアジア地域で最大の投資留になっているのである。
現在(19日年一91年の累計額)，日本企業による FDIの63%は，北米，欧
州地域に向けられている。しかし，それは1960年代では，対北米，欧州地域
が46%で， 1970年代では39%となっている。これは日本の投資家が海外投資
を行うに際して，部い賃金率やその他の経済的に有利な投資誘因よりも，相
手間の経済事情それ自体を重視していることを物語っている。その主たる理
由は，日本企業が相手閣の国内資本と共i苛して投資することを好む{頃向にあ
るからであり，それは棺予習にとっても有ー主主であるといえる。
北米や欧州はこの意味で，単に利援を得たというだけではなく人的，物的
資源，経持基探，国内市場などの産業環境を大きく改善することにもなった。
しかし後に見るように，日本の投資家が志向するこうした薩接投資は，アジ
アの発展途上国に十分活用されているとはいい難いのである。
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3.アジアにおける日本企業のFDI
シンガポー/レを除いてアジア各国の国内総投資に占める FDIの割合は小
さく，従ってまた最大の投資国であるとはいえ総投資に占める日本企業のF
D 1のシェアは小さい。しかし， 1980年代，特にASEAN諮問では日本企
業のFDIが経済開発政策に関わる重要な政治課題となっていった。という
のもアジアの多くの国々では日本企業による FDIが自由の工業化に大きな
役割を果たすであろうと見ていたからである。その理由としては，臼本の菌
接投資が増大していくに伴い，西側諸国特に米国からの投資が次第に減少し，
日本資本の影響力が相対的に強くなってきたことがあげられる。また日本企
業が近年，高度な技術力を駆使して輸出志向型製品の生産に力をそそいだ経
験が，アジア諮問にとっても有益であると考えられていることがあげられる。
表2のデータは，アジアの国別，地域別に日本企業による FDIのシェア
を示したものである。これはアジアに投資された日本資本の増加領向を理解
するために掲げたものであるが，それによると1950年から91年にかけて臼本
企業による FDIの90%以上が，アジア NIEsとASEAN諮問に集中して
いる(ただし， 1983年は除く)。これに対してバングラデシュ，インド，パキ
スタン，スリランカの南アジア 4カ国では，例えば1980年代について見ると
1983年を徐き，毎年そのシェアは約2%前後に止まっている。このアジア地
域における日本資本の不均等な配分は，相手間の天然資源の状態と主として
政治的な安定度や他のー殻的な要因からなる経済事情に起悶している。例え
ばASEAN加盟国であるインドネシアについて見ると，そのシェアは極め
て高いが資源開発に関連した投資計画に集中している。周知のようにこの留
は種々の天然資掠に恵まれており， 1985年まで日本企業にとって最も大きな
対投資問であった。
このように日本企業の投資は，しばしばアジア諸国の比較的発展した国々
に向けられ七いる。このことは，天然資源に恵まれず経済水準の低いフィリ
ピンや南アジアに臼本企業の誼接投資が少ないことによっても確認できる。
前述したように日本企業の多くは，例えば投資に当たって伺の制約条件も設
けないというような経済政策などよりも，相手国の経済事情を重視するから
-8-
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表3 アジアの製造業部門における臼本企業のFD1 (届け出ベー ス)
(!ii_佼:%)
製 口rョ口 1951 1970 1971時 1980 1981-1990 
食料品 7.2 2.9 7.2 
繊維工業 33.4 19.1 6.7 
材木・パルプ 4.7 3.0 2.7 
化学工業 5.9 16.5 13.6 
鉄鋼・非鉄金属 10.6 23.5 12.6 
一般機械器兵 4.7 6.1 9.8 
定気・電子機械器累 14.1 11.7 25.8 
輸送用機械稼呉 4.4 5.9 10.2 
そのf也 15.0 11.2 11.4 
l口h 100.0 100.0 100.0 
HU好淡 1にr;司じ
である。一例としてタイの場合について見てみよう。日本企業のこの間への
直接投資は1988年から1990年の3年間で急、増しているが，それはASEAN
地域における高度経済成長の結果であると， Lakshman (1991 : 12)は述べ
ている。 1990年のタイに対する日本投資のシェアは香港に次いで、2番目であ
り，合弁事業を企てるための国内資本の充実が，他のアジア諸国にくらべ抜
きんでているタイに日本資本の集中をもたらしたのである。一般に，日本企
業の多くは，完全に日本企業が出資する事業よりも合弁事業を望むことは先
に指摘した。棺手国の協力はほんの僅かなものであるけれども，このような
日本企業側の条件は，国内資本を発展させるという意味で拍手閣にとっても
有益であるといえる。
製造業令部門における日本企業のFDIの配分傾向並びに過去40年間にわた
るその変化は，日本と相手腐の企業活動の特徴を理解するよで重要であるば
かりではなく，日本製品の閤際市場における比較鐙位の変遷を知るためにも
重要である。表3はアジア地域の各製造業に対する日本企業のFDIの配分
を10年ないし20年区切りで見たものである。 1951年から70年の20年について
見ると，繊維工業，電気・電気機械器具，鉄鋼・非鉄金属の3産業が，総直
接投資の58%を占めている。しかし1970年代に入ると繊維工業，
-10 
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機械器具の2産業が急減し，鉄鋼・非鉄金属産業が全体の約4分の 1を占め
主要な対投資産ー業として現れてくる。また化学工業の急、伸も看過できない。
この期間の自本企業による FDIの主力産業は，大きさの}I闘でみていくと鉄
鋼・非鉄金属，繊維工業，化学二仁業，電気・電気機械器薬の各産業であり，
これらのシェアは合計で約71%にも達している。
化学工業の台頭とそれに伴う他産業のシェアの低下は， 1970年代に日本企
業が国内で夜間した問題と国際市場の関連を反映している。すなわち，
で日本の霊工業が原材料価格の高!指に車関するなか，他方，類似製品を安い
生産費で産出するアジアNIEs諾閣が国際市場で競争力を高めたということ
である。この 2つの要閣は，閣内で生産された日本製品の比較優位を低下さ
せ，生産構造を変化させるに歪った。しかしながら，日本企業は資源節約と
官民挙げての研究開発に基づく新製品開発でこれらの開題を克服したのであ
る。
1981年から91年の10年間は，化学工業に代わっ -電子機械器具産業
が急伸してきた。そのシェアは 4分の l以上を占め，主要な産業となってい
ったのである。同時に，輪送用機械器具と一般機械器具産業が大きく伸び，
繊維工業が急減している。化学工業，鉄鋼・非鉄金揺，一般機械器具，電気・
電気機械器呉，輸送用機械器具の5つの主力対投資産業のシェア合計は，製
造業部門全体の72%を占めている。これらの変牝は次の問題を反映している。
すなわち，円高と労働コストの高騰により 1980年代を通して多くの日本製品
が，国際市場で比較援位を大きく低下させたことであり，これは1970年代に
日本企業が抱えていた先の問題と同様の性格を持っている。その結果多くの
日本企業は，日本が依然として国際市場で比較優位を保っている
機械器具，一般機械器具，化学工業，輸送用機械器具の各産業に投資をシフ
トさせていった。なぜならこれらの産業は生産過程で高い技術ノウハウを必
要としており， NIEsやASEAN諸国の企業ではそれがいまだ未熟で、低い
水準にあるからであるのそしてこれは，日本企業がこれらの生産を続けてい
く限り比較優位の思惑を享受することを意味する。しかしこのような状況は
いつまでも不変で、はありえない。 NIEsやASEAN諸盟は遠からず日本に
追いついていくことになるであろう。
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4.中国における日本の藍接投資
日本の対中直接投資は新しい現象ではない。それは20世紀の前半期におけ
る日本の軍事的支配から始まっていると言う。しかし，本稿の分析では中国
における日本の直接投資の既史的外観はひとまず、おいて， 1979年からの日本
企業の直接投資(JapaneseForeign Direct Investment :以下JFD 1と略
記)について考察する。よく知られているようにこの年が中閣の政策上の転
機，すなわち社会主義経済から社会主義市場経済に転換した年である。この
期を境に海外菌接投資と輸出入に関して多くの制約が撤躍される一方，相対
的に開かれた貿易政策の下でFDI刺激策が策定されていった。特に技術レ
ベルが高い日本や米国，欧州などの企業の投資を導入しながら自閣の工業化
を進めることは，この開放政策のZ長大な課題となった。すでに述べたように，
この政策は基本的にアジア NIEsやASEAN諸国などの悶々の経済戦略と
あまり変わりがないと言える。
1979年以後，上に述べた政策の下で中国における臼本のFDIは，合弁企
業や合作経営企業，共同地問開発， 100%外資企業などの様々な形で劇的に増
加している。そのような形で導入した JFDIの増加は的確な数字で測るこ
とが非常に難しいが，過去10年間で日本の投資が中国の多数の地域で増えた
ことは周知のことである。国 1は， 1992年まで14年間に中悶に導入されたJ
FDIの一般的な傾向を各々中国側と iヨ本側の資料にもとづいて示している。
日本側の資料は届け出ベースで，中国側のデータは実行/実際ベースである。
同期間に，f凶け出ベースによると投資額は l倍、8，700万ドルから10億7，000万
ドルまで，約6倍に増加しているが，実行ベースでは約3鵠，すなわち 2億
2，500万ドルから 7億4，80075ドルまでしか上昇してない。しかし， 1979年か
ら92年までの JFDIの累計額を見ると脱け出ベースで44億7，100万ドルと
実行ベースで36億1，600万ドルとなっている。両国の資料の相違は約16%とな
っている。それはFDIに関する資料の制約を考えると当然のことである。
なぜならば，多くの企業は認可されでも，あるいは契約しでも，調査段階で，
もし利益の不安定や長期期間にわたる様々な不確実性を見通せば計顕通り投
資をしないことが多しユ。従って，届け出ベース投資額よりも実行ベース投資
-12-
中国社会主義子r.市場経済における 1本の海外被接投資の推移
凶 1 中国におけるけ本の海外夜接投資(百万ドル)
1，170 W← q 制ベース
品ー_-0実行ベー ス
1.040 
910 
780 
650 
520 
390 
260 
130 
0 
10 
1979-84 1985 
目ー，酬柳欄ベゴ
2Ol 220 
1986 1987 
296 
1988 1989 
1，070 
748 
5~~___/子ij
1990 1991 1992 
j
l1jiJr:ジェト口 !jl界と1宇;の海外i，'fj者投資;、ジムトロI'h!i-名{I、1本rlM4M興会:
'l'iiJlE]家統，j九j!'i'[手1統計 fド長悲し I 'i'i E]対外絞涜γf与，~{l命議悲し 199.) 92{j'. 
額が小さくなるのである。
しかし，届け出ベース投資よりも笑行/実際利用ベースの投資のほうが上
回る傾向が現れている。これは分かりにくいことである(樹 1参照)。例え
ば，このような各データ出所の矛盾は1979年一84年， 1985年， 1988年と1990
年に現れている。これに関連する主な理由は下記の3つのことが考えられる。
( a )中閣に投資した日本の企業は企業秘密として臼本の大蔵省に届け出な
い場合があること， (b) 日本企業の海外投資は3，000万円以下の件数は上に
述べた届け出ベースの資料に現れないこと， (C)中国国家統計局のデータの
不正確さ。開き取り調主主によると中国側では各国が実行した海外投資額より
も，さらに多く見せかけることを海外投資導入の増加の主な戦略として考え
ていると言う。 ヒに述べた 3つのことがデータの矛盾に関わる大きな原因で
あろう。
現在(1983年一92年累計)，日本の対アジア諮問直接投資のうち約 7%が9J
~I に集中している(表 4 参照)。これによると中国は臼本のアジアにおける第
7番目の被投資閣になる。自本の大蔵省によると C!IlIけ出ベー ス)， 1991年度
13 
の日本の対中投資は246件(前年度比49%増)， 5億7，920万ドル(悶66%増)
と金額，件数ともに大栢な増加となっている。これは日本の対アジア投資が
前年度比16%減となるなかで，釧外的な伸びと言える。この結果，日本の対
アジア地域投資に占める中閣の割合は，金額ベースで90年度の 5%から91年
度は10%へとシェアを拡大している(ジェト口， 1993年)。
もし中国に日本から導入された間接投資を考察すれば，上に説明された見
積りよりも日本の対中投資率が大きいと言える。日本企業は他の外国企業，
特に香港や台湾，韓国などの企業経由で中国に投資していることは周知のこ
とである。日中の歴史的経線による両国の栴互理解の欠如を考えるとこれは
当然のことであろう。日本の対中間接投資額を予測することは非常に難しし
このことに関する信頼にたる統計資料は得られない。Chenの誠査(1992: 261 
-262)によって， 1988年における392件の日本企業のうち26件が香港企業を経
由して投資している。日本企業は技術ノウハウ，機械，経常能力などを投資
の一部として脊港経由で中悶に間接投資をしている。このような日本企業の
特奥な投資流入の理由は日本の親会社によると 4つの要素があると， Chen 
(1992・262) は述べている。(a )材料と機器などは香港経自で安く輸入す
ることが使利であること， (b)香港経由で輸出することは容易なこと， (c) 
緊急時には香港で資金の調達ができること， (d)香港の合弁会社は中閣の綬
常アプローチのことは良く知っているので，香港企業と共同で中間に投資す
ると日中の経営アプローチの相違点によって起こる問題は避けることができ
ると言う 4つのことである。
日本の対中間接投資は統計的に反映されないが，日本は1988年から米国を
上回って中国の第2番目(実行ベース)の投資拾が多い海外投資調家になっ
ている。 i中国間家統計局によれば，日本からの対中投資は1991年末までの累
，契約件数1，889件，契約額38億176万ドル，実行額31億6，90075ドルであ
る。うち， 91年は契約件数599件(前年比76%増)，契約額8億1，220万ドル(開
78%増)，実行額5{:e¥3， 250万ドル(同 6%増)と契約ベースでは大幅な伸び
となっている。実行額が低いややび本にとどまったのは，何年の契約額が6.4天
安門事件の影特で前年比4.1%増と伸び悩んだためであるJ(ジェトロ， 1993 
: 244)。しかし，に示した通り日本から中悶への間接投資額の導入も
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すれば，実際には中閣のFDIのうち約4分の 3を占める香港・マカオのシ
ェアは減少すると考えられる。
日本の対中業種別誼接投資は，日本の対アジア全体の状況と変わらないと
える。一般的には， I製造業部門における日本の直接投資のシェアjが欧米
諸国の梅外蕊接投資に比べ非常に小さいということは戦後の日本の直接投資
の特徴である。例えば， 1983年から92年までの中屈における日本の投資のう
ち38%しか製造業部門に投資されてない(表4参照)。しかし， 1951年 92年
における日本の対アジア業種別産接投資の累計額を考察すれば，製造業部門
に集中した投資額のシェアは約41%になっている。向シェアは全世界として
見ると27%しか占めてない(財政金融統計月報， 1993年12月九日本の対中間
累計誼接投資額における製造業部門のシェアは小さいが，生存度別，特に1988
年からの投資額を見ると製造業部門に占める割合が半分以上になっている。
これを見ると日本の対i十i投資の非製造業投資よりも製造業部門による投資が
最近増加していると言える。 1988年までの非製造業部門における日本の投資
の増加は，中閣の対海外投資政策の不安と関連していると考えられる。政策
の不安定によって長期の利設を中心とした投資よりも控期の投資が増えたと
える。
4は，中国における日本の年度別・業種別直接投資の推移を示したもの
である。 1983年から1992年までの10年間に製造業部門による日本の投資額の
累計は約17億ドル(届けベース)になり，そのうち電機製品が製造業部門全
体の3分の l以上を占めている。これは，その他のアジア諸国における日本
の投資の配分に比較すると同じになる。これは自本の製品がアジア NIEsの
同製品に比べ，いまだ日本企業の比較{樹立が高いからである。河期間に，繊
維，機械，食料の3つの製品は日本の中国対製造業部門投資における主力な
製品となっている。この 4つの主力対投資産業によるシェアの合計は，製造
業部門全体の 3分の 2以上を点めている。
日本の非製造業部門における投資の約半分以上はサービス産業，不動産業
と小売業と言う 3つの部門に集中し，そのうちサービス産業は約40%を占め
ている。このサービス産業の{必勢なシェアは，日本企業の小規模投資による
極期期間での利潤極大化志向を反映している。現在は，不動産業と小売業の
15 
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投資額のシェアは小さいが，将来的には中国消費者の購買力の上昇及び中国
政府の土地政策の変化によって，この 2つの部門におげる投資額は劇的に増
加することが予想、される。もし中国の土地を商品化すれば不動産業における
日本の投資活動が増加すると考えられる。また，中閣の支店に対する日本の
投資は1986年から同国の急速な経済成長率と同時に行われている。ジェトロ
(1993 : 244)によると現在小売業ではヤオハン(本社は香港)に続き西武(深
明)，ダイエー(北京)の進出が決まったほか，セブンイレブンのチェーン展
開も認可されている。
製造業部門における日本の投資額のシェアは全体の約38%しか占めてない
が，投資件数で見ると現在製造業部門における企業数は1，054件に上昇し，
投資件数の約3分の 2を占めている(表4参照)。これは，多くの日本企業の
小投資額によるプロジェクトの結巣を反映している。この多数の製造業プロ
ジェクトのうち626件，約59%が食料や繊維，電機に集中している。
非製造業部門における日本企業の投資は519件で，全投資件数のうち約33%
しか占めてない。しかし，これらの企業の投資額は27億3，500万ドルを占めて
いる。その窓味は，製造業投資件数よりも非製造業投資の一件当たりに占め
る平均投資額は大きいことである。例えば，日本輪出入銀行の統計によると，
1983年から92年の間に日本企業の非製造業部門の対中投資額は，一社平均527
万ドルであったが，製造業部門の一社平均では約158万ドルしかない(表4参
照)。この非製造業部門の一社平均投資額は製造業部門の一社平均投資額より
も大きいことに関する主な理由は，恐らく最近非製造業部門で臼中の大型共
同プロジェクトになった大連日本工業団地の開発，小売業に必要な経済基礎
への投資，ソフト開発，観光開発，物流・倉庫，路運・海運などであろう。
また， 1992年からこのような非製造業論プロジェクトにおける臼本の投資が怠
速に増加している。
日本の大蔵省の資料によると，1983年から92年の間に1，595社の日本企業の
中間への投資額は，累計で44億ドノレ，一社平均280万ドノレで投資額も最大で約
9億ドル，最小で約6万ドルと騒が非常に大きいと述べている(大蔵省， 1993 
年12月:6)。また，臼本の投資額に関する対中国投資の詳しい資料は少ない
が，同国の製造業部門に対する欧米諸患の投資に比べ，日本の一社王子均投資
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額は小さいと震える。
日本の投資に対するもう一つの特徴は，企業が総合鴎社(GeneralTrading 
Company)と共に現地(中国)企業と合弁企業を設立することである。従っ
て，日本の企業は海外に投資するとき，たいてい3つの共同出資者，即ち日
系企業，総合商社及び現地企業が関連して投資を行う。 Chenの調査 (1992: 
261)によると，日本の対中国投資件の392社のうち109社が総合商社から融資
を受けている。総合商社の投資率は10%から20%の間になっている。総合商
社は誼接に企業活動，あるいは生産活動に対して興味はないが，商業と販売
計画などに直接に関連している。このような日本企業の海外投資活動は中国
だけの独特なものでなく，その他のアジア諮問に対する日本の投資をみても
一般的なことである。
上記に述べたことを除いて，日本の対中国直接投資は過去10年間ぐらいの
短期期間で様々な形で多様な部門に劇的に増加したことは周知のことである。
このように中i誌における日本の投資の急増は，次の主な原因によって説明さ
れ得る。 (a)政治，経済，社会の安定， (b)社会主義市場経済政策の下で
行われている FDIに対する俊遇政策。この政策は海外投資の安全を保護ーし
ただけでなく，様々なインセンティプ，すなわち{愛遇された関税本，利潤転
換の自由などを海外投資家に与えた。(c )高成長率による潜在的な国内市場
の拡大。世界銀行 (1993・238-240)によると， 1980年一91年における中国の
一人当たり国民所得と GDPの成長率はそれぞれ7.8%と9.4%に急増してい
る。この意外な成長率は韓国とボッツワナに次いでの成長率となっている。
これは世界人口の約S分の lを占める中国の人口と一緒に考えると近い将来
に臣大な市場として現われると予測される。 (d)日本企業安誘発したもう
つの主な理由は人的・物的資源の豊富さとそれらの安価さ，特に労働コスト
の低さ。(e )園脊企業の下で徐々に改良した囲内資本の開発と産業基盤の整
備を通じた投資環境の改善は日本企業に合弁企業を設立するための促進要臨
になったと言える。(f)経済改革によって世界経済に急増した中国経済の椙
互依存性，中国外交政策によって行われた様々な爵々との社会・経済関係の
改良はもう一つの主な理由として考えられる。 (g)中国は戦前の日本との暗
い歴史的問題に寛容に対処することで，徐々に臼本との社会・政治・経済関
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係を改善したことも，日本の対中間直接投資の急増に関する主な理由になっ
たと言える。
最後に，上に述べた主要な理由以外に，仁科閣の様々な部門に増加した欧米
諸国の投資導入も，日本企業の中国への投資を促進した要素として指摘する
ことができる。これに関連して日本と欧米諸国との貿易摩擦は，日本企業の
中間への投資を増加したとも言えよう。
5.対中投資に関する問題点
過去2年間(1992年と93年)にわたるわれわれの中間での北京，泌i湯，大
連，上海，成都，長沙における対中投資の現地調査で，日本企業が今まで直
面した，あるいは現在直聞している様々な問題を明らかにした，それらの要
約は以下の通りである。
プロジェクトの初めから実行するレベルまでの設立過程，即ち実行可能性
調査， i潟談交渉，投資契約交渉，認可などに関しては，官僚i障害によって非
常に長い時間がかかることが主な問題として提示された。これは中国政府が
制定している政策の問題として考えるよりも，その政策の実行力の問題とし
て見ることが重要である。なぜ、ならば，中国のFDI導入にj喝して説明して
いる資料を見ると， rゴド常に樫い期間で海外直接投資を認可する!と述べられ
ているが，実際にはそうではないということが，臼本企業の意見であった。
これは中国海外投資行政機関における投資担当官の運営効率の低さの結巣と
考えられる。他方においては，政府の投資担当官との個人的関係が特にない
場合などは，認可を取るためにかなり長く待たなければならないとも言う。
例えば，中国東北開発協会の調査では(1991年6月)中国の事業決定システ
ムのことについて，下記の通り述べている。『日本でも企業がプロジェクトを
推進する場合は，経営会議にて審議決定するのが普通で、あり，基本的には中
悶も向様である。しかし，中国では中央政府の許認可をさらに必要とするケ
ースが多く，相対的に地方政府の権限が小さくなっている。各地の企業誘致
のパンフレツトには3，000万ドルまでのプロジェクトは，独自に決定可能と紹
介されているのそ見かけるが，やはり伺等かの関与を中央(例えば所轄の工
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業部あるいは対外経済貿易部)がしている場合が多し〉。しかし，この点を中
国制があまり対外的に言いたがらないために，外国企業はいったいなにゆえ
にこれほど時間がかかるのかと，不思議に思うことが多い。かつて電子機器
関係で重複輸入が問題になったこともあり，何らかの中央政府の関与は必要
であろう。しかし，マクロ的ガイドラインを，先にしっかりと定めておくと
いう知恵も，必要なのではなかろうかj。
また，場合によって投資の認可や工場設立活動などを急ぐため，担当役人
に鮪路を払わなければならないケースもあると言う。現在中国でそのような
賄路は『紅包j(中国語で“HONGBAO"，英語で“RedPacket of Money") 
と呼ばれている。最近，紅包によって進出意欲を失っている海外の企業経営:
者が多いと言われている。例えば， Newsweek (1994年3月初日:13)によ
ると，あるヨーロッパの対中サービス会社が一つの電話線を得るため， 1，000 
ドルを賄路として役人に支払い，またその電話が使用できるようになるまで
に， 6カ月以上かかるのを避けるためにさらに謝礼として2，000ドルを支払っ
たと言っている。さらに，上海に投資をしているアメリカの経営者が，以下
のように述べている。「上海市の高度技術製造業区と呼ばれている浦東新区の
発展は，賄路によってさまたげられている，またそれによって多くの海外企
業家の動きが取れなくなっている。その上，広東省のあるヨーロッパ企業家
の経営者の話によると，最近彼の会社の輸出を税関審査官が，彼の兄を運転
者として間企業でト雇わないかぎり，輸出をさせないと脅迫したと言う。さら
に驚くべきことに，その関税審査官の兄は，運転免許も持つてないと苦うの
であるんこのような官簡主義的問題が，中国社会主義市場経済の下での海外
車接投資流入の増加，あるいは輸出開発などに大きな影響を与えると考えら
れる。
このような否定的な意見が出る主な理由は，おそらく社会主義的政治政策
の下で，資本主義的経済政策を実行しているからといえる。中国の政府官僚
による約40年以上の社会主義政策のもとで，中国の経済は海外に開放されな
かった。過去15年の間に，政策レベルて、現地経済が急速に国際社会を受け入
れるようになったが，外資に関する彼らの考え方は，あまり変わっていない
ように見える。従って，政策面ではFDIの流入は自由化傾向にあるが，
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際にそれらの認可のために時間がかかる。
このようにあまり変化していない社会主義的な考え方は，政府官僚の間だ
けではなく，外資について研究している中間研究者の中にも，同じように残
っていることは，驚くべきことである。例えば，ヒアリング調査によって，
『政府と企業との関の関係が非常に強いし，従って政府が雷うどのようなこ
とでも企業が開けということが中間の研究者の;藍見でトあった。これは社会
主義経済では当然なことである。資本主義政策でも，ある固ではこのような
関係があるレベルまではあるが，企業家は利益中心でしか動かないようにな
っている。このことを理解しない中間の研究者は『なぜ日本政府は，日本企
に中国で投資するように圧力をかけないのでしょうかjと質問している。
このような考え方は，将来中国の海外直接投資の成長にとって重要な問題で
はなかろうか。
また，中国研究者達は海外投資に関する複雑な認可制度及びそれらに関す
る政府政策の頻繁な変化を，臼本企業に対するもう一つの重要な問題として
述べている。これも f社会主義政治政策と市場経済jとの矛盾によって出現
ずる問題である。中閣の政治構成は今でも社会主義玉虫論を中心とし，それは
常に菌内経済が海外投資家によって支配されないだろうかとの疑いを持って
いる。しかし，最近中閣の多くの地方では地域当局が上記に述べた複雑な海
外投資認可制度を解決するため，特別な海外投資管理局を設立している。多
くの日本企業が，この新制度によって， 土に述べた諸問題が，かなり以前に
比べ，現在は非常に減少していると指捕している。
海外投資を実行する前に，投資を受け入れる簡で，実行可能性調査を行う
ことは非常に必要とされる。しかし，中国でこのような調査は，各プロジェ
クトについて自由にできない場合が多い。これは日本企業が産面しているも
う一つの問題である。日本の投資家が調査をしようと思う時に，中南側の政
府当局は，全ての資料を提供するが，それは日本{JIlJの関心に合わなし、ある
いはその情報は投資慨が抱く間憩を解決しない。また，政府が供与するデ
タは，一方的で、問題点が明らかにならないので信用できないという声も少な
くない。従って，企業が自分違で独立した調査をして，それを基盤にして投
資に関する様々な意志決定をしたいと言っている。
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日本人経営者と中国側の経営者の間に投資に関する様々な見方についての
考え方の相違が日本企業が富国している主な問題として指捕している。これ
はおそらく相互理解の欠如からおこると考えられる。臼中合弁企業の経営や
生産活動などについて意志決定は時々非常に難しいと言われている。双方の
社会・経済状況を見ると，それは当然なことである。日本人経営者は，資本
して利益を中心とした考え方を持っているし，また中国側の経営者は，
かなり社会主義的見解を持ち，また国有企業を中心していることがこの問題
の主な原悶であろう。国有企業は以前政府統制の下で操業したが，現在日本
との合弁によって，日本人経営者のリーダーシップを踏襲しなければな
らない。また，中閣の企業家の間では，今でもあまり市場経済について理解
していないし，日本の経営者でも，社会主義市場経済のことについて詳しく
ないと言える。しかし，将来にかけて中国の国有企業が完全に民間企業に転
換すれば，上述のような矛盾がかなり少なくなるだろう。
さらに，多くの研究者が合弁企業を設立する時に，両閣の「査定額構成J
が問題として出てくるとしている。例えば，中国側は全投資額の50%のシェ
アを供給すると約束した場合，供与する要業，すなわち土地，建物，材料な
どの儲値を誇大に評価していると日本企業は感じている。同時に，日本企業
が供給する機械，技術，経営ノウハウなどに関する投資額を過大評価してい
ると中国側は思っている。 Chen(1992 : 264)によると，日本企業の 3分の
1が物的材料の価値について矛盾があると指摘している。これは主に，設備・
建物に関する原価償却費，価格， 1礎資自などを証明する資料を，中国の共同
出資者が見せないためである。中国側からすると，これも自然なことである。
なぜなら，国営企業は社会主義経済政策の下で市場機構にはi授られた配慮、し
かしなかったからである。例えば，土地は今も蕗品として認めてない。従っ
て，各地域の土地の価格は，その地域の政府当局官の土地に関する意見の相
違によって，土地の{函館も変わる。しかし，河悶の指導者たちが各生産投入
に関する本来の価値を提示する必袈がある。なぜなら，それは生産費用と最
終製品価格に影響するからである。このようなことを日中の経営者たちが理
解しないと，それは合弁企業の不成iLの原関になる可能性もあるだろう。
上記に述べた両国の投資家における「投資額評価の否定的論点jを解決す
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るため下記の方法を踏襲した方が良いと，日本企業が指摘した。中国で投資
する場合は，国有企業が相手にして，間企業の工場を中心に合弁企業を設立
するよりも，新開発区や自由貿易区などで投資した方がよいまた，合弁企業
を設立するときにも50%以七の投資額にするか，あるいは100%日本の投資に
するかによって，上記の問題点がかなり少なくなると同時に，経営面でも使
利になると挙げている。
上に述べた問題点以外に，生産投入の供給，特に信頼できる価格で材料投
入・構成分子の供給，合格品質水準，投入供給の安定性，配達の安定性など
が，現在中国で操業している日本企業の問題点である。このようなことは，
市場経済の発展及び中国人の社会主義的考えが市場志向型に転換するとすこ
しは減少するだろう。
資本主義政策の下で発展した強い閣内資本家の希少性も海外企業進出の動
機に対するもう一つの問題である。国営企業を中心にした国家の資本家を約
半世紀かけて育成しているが，彼らは利益志向 (Profit-Or匂nted)ではな
く，人民志向 (People-Or匂nted)に基づいている。このことによって，海外
企業との合弁企業を作ることをあまり張興しない状況になっている。いくつ
かの国営企業の一部分が合弁企業に移されているがそれらの進行は良くなっ
ていないという。主な理由は中国側の経営者と外聞側の経営者との考え方が
合わないということである。
まだ改良されてないインフラストラクチャ…(経済基盤)も FDIの成長
に関する大きな問題である。いくつかの都市で輪送，通信システム，電力，
ガス，用水の供給等がある段階まで発展しているが，その他の地域ではこの
施設が低いレベルである。資源は十分にあるがこれらを中心とした投資を発
展させるために経済基盤の改良が中国側でやらなければならないことであろ
う。例えば， ~インフラ等のサプライスコープで中国側になっている場合，普
通はかかる費用は中国側が負担するものと患ってしまいがちだが，違うこと
がある。極端な場合には中国側に資材がないために，日本側が資材供給し施
行代金ももたされることもある。さらに仁科閣の建築費用は魅力であるといっ
ても，これは資材から全部中国側に任せたときの髄段であり，あるいは「い
つ出来るかはおまかせJといったスタイルのものである。中間の資材は品質
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でも納期でもそう簡単には使えないことが多い。交渉の段踏では「問題ない
(没問題)Jといわれるが，大船にのった気持ちでいると大変なことになる。
まさに「チャイニーズ・マジックJと呼ばれるほどで，まず経験しなかった
者はいないj【日中東北開発協会， 1991年6月]。
他方，過去10年間で予想外の賃金率の上昇がFDIの流入を落ち込ませて
いる。外国企業の海外進出は安い労働力を中心にしていることが有名である。
海外投資の成長と同時に賃金率を上げることは確かに自然なことであるが中
国ではこの予想外の賃金率の上昇が問題としてでできている。例えば， 1985 
年から1992年まで外国企業との合弁会社の全スタップと労働者の年平均賃金
上昇率は約88%増加している。同期間の中関全経済部門のスタップと労働者
の年平均賃金は約176%増加した。短期間の労働費用の増加は生計費指数の急
速な上昇の結果としてあるだろう。例えば全スタッフと労働者の生計費指数
は(1950 100) 1950年から1979年の間約147%しか上昇しなかったが，これ
は1992年になると367%まで増加している(中閤統計年鑑， 1993年)。
また，政治的不安定はFDIの流入の成長におけるもう一つの主なジレン
マとしてまだ、残っている。 1979年から現在まで急速に計画経済から社会主義
市場経済に転換するために様々な経済改革が行われたが，政治的構造がまだ
社会主義体制のままである。それはさらに外国企業家が自由に安定して投資
することの妨げとなっている。例えば，最近イギ、リス政府は香港が1997年に
中間に復帰する前に香港の政治構造を民主主義体制に変えようとする動きに
ついて中国政府は強く反対している。このような状態は中国における外資流
入の増加を落ち込ませている。
さらに，上に述べた主な問題以外に，日本に対する中国人の伝統的な考え
方が日系投資流入を落ち込ませている。開き取り調査によって，日本の企業
が中国で投資することとそれらの技術的知識・信報と利益を現地の園内工業
化の発展に移転することは当たり前のことであると多くの中閣の人々が考え
ている。中国と日本の歴史的関係がこのような考え方の主な理由であるが，
日系企業は利益のためにしか投資をしないだろうし，とても歴史的要素を中
心に投資をしようとは考えないだ、ろう。
25 
6.結び
最後に，日本の対中首接投資導入と工業化の発展に対する若干の展望と解
決すべき課題を述べて本稿の結びとしたい。中爵の外資導入政策とそれの実
行に関しては様々な矛盾があるが，短期間で日中投資が急増していることが
明らかになった。また，それに伴う両国の経済関係も高まっている。ここで
一番必要なのは日本企業の投資，またはその他の海外投資をどのように，ど
の方向で圏内工業化の発展のために適用するかということである。このこと
の成否は園内資本家の役割にかかっている。現在，中国の民間部門の資本家
の状況はあまりよくないが，香港，マカオと台湾の投資を中盟国内投資とし
て考察すれば，日本の投資を含む海外投資を閣内産業の発展のために利用す
ることはそれほど難しくないであろう。これが可能となるなら， 21世紀に向
かう中間の経済力は東アジア地域だけでなくアジア太平洋の中でもかなり大
きなものになると予測される。
関内工業製品に対する国際市場の依存の減少及び閣内消費者の需要の増加
が，もう一つの重要な問題となっている。このような問題の解決は，海外企
に適用している技術ノウハウ，経営知識の現地調達率 (Local Content 
Ratio)の上昇じ国民特に農村の人々の所得レベルの上昇に依存している。
そのために外資導入の急増と同時に，i低所得者層に対し経済成長による利益
に配分されることjと f低所得者層が経済の成長に有意義な貢献をす
る機会を増加させるjことが必要である。このことを正しく統秘するため，
どのような政策を社会主義市場経済のドでとるかによって外資導入に伴う
内工業化の成功と開放政策の帰結が明らかにされるだろう。
本研究では日本の対中国直接投資に対するマクロレベルの一般的な分析し
か行わなかったので日中間庭接投資の状況は明らかにできなかった。また，
これに関連して間接投資及び菌接投資に関する得失もさらに分析するべきで
ある。そのことを理解するためミクロレベルの分析を行う必要がある。従っ
て，本課題に対するミクロレベルの分析をしながら日中の直接導入の傾向と
それに!鳴する問題点を具体的に検討することが本年度に持続する研究の重要
な目的である。よって，日本企業の直接・間接投資が果たす投割，いわゆる
26-
中間社会主義市場経済における日本の海外泊緩投資の打L移
雇用機会の創出，盟際収支の改善，技術移転の改良などのことについて具体
的に分析することが本年度の現地調査の主な目的である。
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